
平成25年度

Ｂ B/A

別紙3

肝付町肝付町肝付町肝付町のののの給与給与給与給与・・・・定員管理等定員管理等定員管理等定員管理等についてについてについてについて

1　1　1　1　総括総括総括総括

（1）（1）（1）（1）人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

区 分

住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 　（参考）

（24年度末） Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 23年度の人件費率

24年度

人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

17,026 9,668,890 256,452 1,763,253 18.2 18.4

（2）（2）（2）（2）職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

区 分

職 員 数 給 与 費 （参考）一人当たり 　（参考） 町村類型Ⅳ-2

Ａ 給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 給与費 平均一人当たり給与費

24年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

175 727,413 145,902 269,618 1,142,933 6,531 5,612

（注） 1　職員手当には退職手当を含まない。

2　職員数は、平成24年4月1日現在の人数である。

3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職

員数には当該職員を含んでいない。

（3）（3）（3）（3）特記事項特記事項特記事項特記事項

（給与減額の状況）

国の要請等を踏まえた減額措

置の取組

　減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

給料表の級別により3％及び

6％の減額措置

　減額実施期間：平成25年7月1日～平成26年3月31日

　抑制済又は減額措置の内容

　（給料） ・行政職給料表（一）1～3級は3％、4～6級は6％減額

　　　　　　・行政職給料表（二）1～3級は3％、4～5級は6％減額

　　　　　　・医療職給料表（一）1～2級は3％、3～4級は6％減額

　　　　　　・医療職給料表（二）1～4級は3％、5級は6％減額

　　　　　　・医療職給料表（三）1～3級は3％、4～5級は6％減額

             ・町長 平成25年4月から平成26年3月まで10％減額

　　　　　　・副町長及び教育長 平成25年4月から6月まで5％減額、平成25年7月から平成26年3月まで6％減額

　（手当）　手当の減額は無し

（その他）
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平成25年度

1

2

3

　　　　　　　

1

2

　　　　　　　

A B

1

2

（4）（4）（4）（4）ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況

（注）
　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月

額を100として計算した指数。

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものであ

る。

「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場

合の値である。

　　 　

（5）（5）（5）（5）給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況

①　月例給

区 分

人 事 委 員 会 の 勧 告

給 与 改 定 率

（参考）

民 間 給 与 公 務 員 給 与 較 差 勧 告 国　の　改　定　率

A B A-B （改定率）

25年度

円 円 　円 ％ ％ ％

― ― ― ― ― ―

（注）  「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較

した平均給与月額である。

 本町は人事委員会を設置しておりませんので、記載を省略します。

②　特別給（期末・勤勉手当）

区 分

人 事 委 員 会 の 勧 告

年 間 支 給 月 数

（参考）

民 間 の 支 給 公 務 員 の 較 差 勧 告 国　の　年　間

割 合 支 給 月 数 A-B （改定月数） 支　給　月　数

25年度

月 月 月 月 月 月

― ― ― ― ― ―

（注）  「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月

数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

 本町は人事委員会を設置しておりませんので、記載を省略します。
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平成25年度

　　　　

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※

※

※

※

1

2

3

4 平均年齢は10進法で記載しています。

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

2　2　2　2　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

①　一般行政職

区 分 平 均 年 齢 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

平 均 給 与 月 額

（ 国 比 較 ベ ー ス ）

肝 付 町 45.3 341,992 382,928 366,448

鹿 児 島 県 44.7 338,767 413,938 374,377

国 43.1 307,220 (332,446) ― 376,257 (405,463)

類 似 団 体 42.5 316,601 361,874 342,511

②　技能労務職

区 分

公 務 員 民 間 参 考

平均年齢 職員数 平均給料月額

平均給与月額 平均給与月額 対応する民間

平均年齢

平均給与月額

Ａ／Ｂ

（Ａ） （国比較ベース） の類似職種 （Ｂ）

肝 付 町 51.3歳 14人 317,800 円 339,336 円 331,264 円 ― ― ― ―

うち学校給食員 49.3歳 4人 288,375 円 294,350 円 291,125 円 調理士 44.7歳 206,200 円 1.43

うち用務員 49.7歳 7人 333,043 円 359,914 円 354,900 円 用務員 53.7歳 202,700 円 1.78

うちその他技能労務職 57.7歳 3人 321,467 円 351,300 円 329,633 円 ― ― ― ―

鹿 児 島 県 50.7歳 380人 344,943 円 398,338 円 376,190 円 ― ― ― ―

国 49.9歳 3,272人

272,119 円

―

309,534 円

― ― ― ―

(286,850) (325,400)

類 似 団 体 48.8歳 12人 288,301 円 310,962 円 299,756 円 ― ― ― ―

区 分

参 考

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較

公 務 員 民 間

Ｃ ／ Ｄ

（ Ｃ ） （ Ｄ ）

2,812,700 円 1.69

肝 付 町 ― ― ―

うち用務員 5,813,463 円 2,809,400 円 2.07

うち学校給食員 4,751,993 円

うちその他技能労務職 5,644,629 円 ― ―

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成22年～24年の3ヶ年平均）

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給さ

れた期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

対象職員が少数の場合、該当職員を特定できるため、個人情報保護の観点から記載を省略します。（職員数のみ記載。）

（注） 「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な

どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている

ものである。

 また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊

勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手

当等を除いたもの）で算出している。

 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与

改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

　　　　

（2）（2）（2）（2）職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

区 分 肝 付 町 鹿 児 島 県 国

一 般 行 政 職

大 学 卒 172,200 172,200 163,987 （172,200）

高 校 卒 140,100 140,100 133,418 （140,100）

技 能 労 務 職

高 校 卒 137,200 146,700 ―

中 学 卒 121,600 129,200 ―

（注） 国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

（3）（3）（3）（3）職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

区 分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一 般 行 政

職

大 学 卒 250,400 356,100 ― ―

高 校 卒 250,400 332,843 384,900 ―

技 能 労 務

職

高 校 卒 ― ― ― ―

中 学 卒 ― ― ― ―

3/22



平成25年度

1

2

3　3　3　3　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数及級別職員数及級別職員数及級別職員数及びびびび給料表給料表給料表給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

1号給の

給料月額

最高号給の

給料月額

1 級

1　主事補又は技師補の職務

2　主事又は技師の職務

人 ％ 円 円

2 1.3 135,600 243,700

2 級

特に高度の知識又は経験を必要とす

る業務を行う主事又は技師の職務

人 ％ 円 円

4 2.6 185,800 307,800

3 級 主査の職務

人 ％ 円 円

44 28.9 222,900 354,700

4 級

1　係長の職務

2　主幹の職務

人 ％ 円 円

32 21.1 261,900 388,300

5 級

1　課長補佐、次長又はこれらの職務と

同等の職務

2　参事の職務

人 ％ 円 円

50 32.9 289,200 400,600

6 級

課長、事務局長、支所長、所長、室長

又は園長の職務又は町長が定める職

務

人 ％ 円 円

20 13.2 320,600 422,600

7 級

特に重要な業務を統括する課の長等

又は町長が定める職務

人 ％ 円 円

0 0.0 366,200 456,200

（注） 肝付町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注） 平成18年に8級制から7級制に給与構造の改正。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合。）

 　　　　　　

１級

1.3%

１級

2.0%

１級

1.9%

２級

2.6%

２級

3.3%

２級

9.7%

３級

28.9%

３級

33.4%

３級

34.2%

４級

21.1%

４級

16.0%

４級

18.7%

５級

32.9%

５級

32.0%

５級

20.7%

６級

13.2%

６級

13.3%

６級

14.8%

７級

0.0%

７級

0.0%

７級

0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
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100%

平成25年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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平成25年度

　

千円 千円

 月分

（ ( （ ( （ ）月分 (

5 15 5 20 5 20

10 10 25

　

以上 以下 以上 以下

以上 未満 以上 未満

（2）（2）（2）（2）昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

1．勤務成績の評定の実施状況

　地方公務員法第40条に基づき、毎年定期昇給日である1月1日を評定日として、全職員に対して勤務成績の評定を実施。

　なお、能力・業績に基づく人事評価については未実施。（制度構築中。）

2．昇給への勤務成績の反映状況

　個人毎の人事評価が未実施であるため、全職員昇格基準を「Ｃ」とし昇給区分に差を設けなかった。

　ただし、評定日（1月1日）時点において、勤続25年の者で且つ勤務成績が極めて良好な職員については、昇給基準を「Ａ」とし

た。

3．昇給基準及び効果号給

昇給基準 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

昇給区分 極めて良好 特に良好 良好 やや良好でない 良好でない

制度完成時

特定職員 8以上 6 3 2 0

〃 （55歳以上） 2以上 1 0 0 0

平成25年1月～

一般職員 8以上 6 4 2 0

〃 （55歳以上） 2以上 1 0 0 0

※特定職員の範囲：行政職給料表6級以上、医療職給料表（一）3級以上、医療職給料表（三）5級以上

※昇給日において55歳以上の職員は、昇給の号数を抑制しているが、医療職給料表（一）該当者である、医師・歯科医師職に

ついては、抑制基準を57歳としている。（医療職給料表（一）については、60歳定年ではなく65歳定年制。）

4　4　4　4　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

肝 付 町 鹿 児 島 県 国

1人当たり平均支給額（24年度） 1人当たり平均支給額（24年度）

―

1,490 1,530

（24年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60  月分 1.35  月分 2.60  月分 1.35  月分 2.60 1.35  月分

1.45 ）月分 0.65 ）月分 1.45 ）月分 0.65 ）月分 1.45 0.65 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算 ％   ～ ％ 　・役職加算 ％   ～ ％ 　・役職加算 ％   ～ ％

　・管理職加算 　・管理職加算 ％  　 　・管理職加算 ％   ～ ％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

1．勤務成績の評定の実施状況

　地方公務員法第40条に基づき、手当の基準日を評定日として、全職員に対して勤務成績の評定を実施。

　なお、能力・業績に基づく人事評価については未実施。（制度構築中。）

2．勤勉手当への勤務成績の反映状況

　人事評価が未実施であるため、成績率に差を設けず、一律の支給0.70（管理職については0.85。）とした。（肝付町職員の給与

の支給等に関する規則 附則第3項（成績率の特例）。）

成績率（平成24年度）

成 績 区 分 一 般 の 職 員 特 定 幹 部 職 員

特 に 優 秀 0.87 1.4 1.13 1.8

優 秀 0.77 0.87 1 1.13

良 好 0.67 0.87

良 好 で な い 0.67 未満 0.87 未満
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平成25年度

月分 月分

月分 月分

月分 月分

月分 月分

）

2 20 ％

（ 2 20 ％ ）

％ 人 ％

（2）（2）（2）（2）退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

肝 付 町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.030 月分 30.870 勤続20年 23.030 月分 28.7875

勤続25年 32.830 月分 38.955 勤続25年 32.830 月分 38.955

勤続35年 46.550 月分 55.860 勤続35年 46.550 月分 55.860

最高限度額 55.860 月分 55.860 最高限度額 55.860 月分 55.860

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし

定年前早期退職者に対する特例 ％ ～ 定年前早期退職特例措置

％ ～ 加算

1人当たり平均支給額　　　　 23,190 千円

（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された平均額である。

（3）（3）（3）（3）地域手当地域手当地域手当地域手当

（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 0 円

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 国の制度（支給率）

― ― ― ―

（4）（4）（4）（4）特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 0 千円

支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ） 0 円

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合 （ 24 年 度 ） 0.0 ％

手 当 の 種 類 （ 手当 数 ） 0 種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（24年度決算） 左記職員に対する支給単価

― ― ― ― ―

（5）（5）（5）（5）時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 45,929 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ） 293 千円

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ） 30,236 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ） 190 千円

(注）  選挙当日の投開票事務従事等に伴う手当については、月次給与とは別に支給してお

り、且つ選挙の有無により大きく変動することから、含めないこととします。

（6）（6）（6）（6）そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

国 の 制 度

と の 異 同

国の制度と

異なる内容

支 給 実 績

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

初 任 給 調 整 手 当

医（一）欠員補充困難職

同じ ― 0 千円 0 円

410,900円

医学・歯学専門知識欠員

補充困難

50,000円

特殊な専門知識特別事

情

2,500円

6/22



平成25年度

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

国 の 制 度

と の 異 同

国の制度と

異なる内容

支 給 実 績

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

扶 養 手 当

配偶者

同じ ― 34,475 千円

その他

6,500円

満16歳年度初めから満

22歳年度末までの1人に

つき5,000円加算

261,174 円

13.000円

扶養親族

配偶者以外の2人までそ

れぞれ

6,500円

扶養親族でない配偶者

がある場合そのうち1人

6,500円

配偶者がない場合そのう

ち1人

11,000円

住 居 手 当

借家

同じ ― 9,515 千円 76,120 円

家賃額23,000円までは

12,000円との差額

家賃額23,000円を超える

時は超える額の1/2（限

度額16,000）に11,000円

を加えた額

持家

自らの所有に係る住宅に

住み世帯主である職員に

は月2,500円
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平成25年度

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

国 の 制 度

と の 異 同

国の制度と

異なる内容

支 給 実 績

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

通 勤 手 当

交通機関利用者

同じ ― 8,203 千円

10㎞以上15㎞未満

6,500円

15㎞以上20㎞未満

8,900円

71,956 円

全額支給の限度額

55,000円

45,000円を超える部分に

ついては1/2加算額

5,000円まで（最高限度額

50,000円）

交通用具利用者

2㎞以上5㎞未満

2,000円

5㎞以上10㎞未満

4,100円

20㎞以上25㎞未満

11,300円

25㎞以上30㎞未満

13,700円

30㎞以上35㎞未満

16,100円

35㎞以上40㎞未満

18,500円

40㎞以上45㎞未満

20,900円

45㎞以上50㎞未満

21,800円

50㎞以上55㎞未満

22,700円

55㎞以上60㎞未満

23,600円

60㎞以上

24,500円

同じ ― 0 千円

24,000円

900㎞以上1,100㎞未満

30,000円

1,100㎞以上1,300㎞未

満

35,000円

1,300㎞以上1,500㎞未

満

0 円

交通距離加算

100㎞以上300㎞未満

6,000円

300㎞以上500㎞未満

12,000円

500㎞以上700㎞未満

18,000円

700㎞以上900㎞未満

40,000円

1,500㎞以上

45,000円

単 身 赴 任 手 当

月額23,000円
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平成25年度

1

2

3

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

国 の 制 度

と の 異 同

国の制度と

異なる内容

支 給 実 績

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

休 日 勤 務 手 当

休日等における正規の勤

務時間中に勤務した場

合勤務1時間当たりの給

与額の100分の135の割

合を乗じて得た額を支給

する

同じ ― 0 千円 0 円

夜 間 勤 務 手 当

正規の勤務時間として深

夜（午後10時から翌朝の

午前5時までの間）に勤

務した場合100分の25の

割合を乗じて得た額を支

給する

同じ ― 0 千円 0 円

宿 日 直 手 当

勤務1回につき

同じ ― 1,906 千円 16,291 円

4,200円

入院患者の急変に対応

する医師

20,000円

老人ホームの養護に直

接従事する職員

6,300円

管理職員特別勤務手当

勤務1回につき

同じ ― 0 千円 0 円

総務課長・総合支所長

会計管理者

6,000円

その他

4,000円

6時間を超える場合は上

記の額に100分の150を

乗じて得た額

管 理 職 手 当

行政職給料表

準ずる ― 8,555 千円

医療職給料表（一）

4級Ⅱ種 42,500円

医療職給料表（三）

7級Ⅱ種 34,700円

6級Ⅰ種 41,700円

6級Ⅱ種 33,400円

5級Ⅱ種 29,200円

(注）  管理職員特別勤務手当については、上記「（5）時間外勤務手当」と同様に、選挙当日の投開票事務従事

によるものを含みません。

 国の住居手当における持家区分は、平成21年度給与改定にて廃止。（平成21年12月1日施行。）

 初任給調整手当の医（一）欠員補充困難職区分は、平成20年度額改定。（平成21年4月1日施行。）

407,381 円

7級Ⅰ種 43,400円
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平成25年度

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円

円

円

1

2

3

4

5　5　5　5　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 区 町 村 長 702,000 854,000 215,100

780,000

副 市 町 村 長 574,000 710,000 288,000

605,000

収 入 役                ― ― ―

               ―

報

酬

議 長 314,000 420,000 226,500

副 議 長 255,000 360,000 180,000

議 員 232,000 345,000 157,000

期

末

手

当

市 区 町 村 長 （24年度支給割合）

副 市 町 村 長 2.95 月分 （15％加算措置有り）

収 入 役

議 長 （24年度支給割合）

副 議 長 2.95 月分 （15％加算措置有り）

議 員

退

職

手

当

（算定方式） （１期の手当額）

副 市 町 村 長 605,000 円×在職月数÷12ヶ月×2.8 6,776,000

（支給時期）

市 区 町 村 長 780,000 円×在職月数÷12ヶ月×5.0 15,600,000 任期毎

任期毎

収 入 役 円×在職月数÷12ヶ月×

備 考 ※退職手当の算定は、給料減額前の額を基礎として計算する。

(注）  給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。 

 退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4

年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

 地方自治法改正（平成18年6月7日 法律第53号）により、出納長及び収入役制度が廃さ

れ、従前より収入役については配していなかった為、経過措置についても適用していま

せん。

 町長は平成25年4月1日から平成26年3月31日まで10％減額。（702,000円）

 副町長は平成25年4月1日から平成25年6月30日まで5％減額。（574,000円）

 平成25年7月1日から平成26年3月31日まで6％減額。（568,000円）
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平成25年度

人

人）

人

人）

［ ］ ［ ］ ［ ］ 人

6　6　6　6　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

（各年4月1日現在）

区　分 職 員 数 対 前 年

増 減 数

主 な 増 減 理 由

部　門 平 成 24 年 平 成 25 年

普

通

会

計

部

門

一

般

行

政

部

門

議 会 3 3

税 務 14 12

農 林 水 産

0

総 務 48 45 ▲ 3 職員退職による不補充及び復職職員による調整

▲ 2 事務見直しに伴う減員及び職員退職による不補充

労 働 0 0 0

27 30 3
農業公社設立準備室新設による増員及び病休職員復職による増員

商 工 4 3 ▲ 1 事務見直しに伴う減員

土 木 13 14 1 派遣職員の復職による増員

民 生 17 17 0

衛 生 14 13 ▲ 1 職員退職による不補充

計 140 137 ▲ 3

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　80.47

（類似団体の人口1万人当たり職員数 69.26

教 育 部 門 36 35 ▲ 1 事務見直しに伴う減員

消 防 部 門 0 0 0

小 計 176 172 ▲ 4

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　101.02

（類似団体の人口1万人当たり職員数 88.39

公

営

企

業

等

会

計

部

門

病 院 28 26 ▲ 2 看護師退職による不補充

水 道 4 3 ▲ 1 会計処理業務委託による減員

交 通 0 0 0

下 水 道 0 0 0

そ の 他 14 15 1 後期高齢者医療広域連合への派遣

小 計 46 44 ▲ 2

合 計

222 216 ▲ 6

＜参考＞

267 267 0 人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　126.86

（注） 1　職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む。）

2　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2）（2）（2）（2）年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

　

区 分

20歳

未満

20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳

60歳

以上

～

47歳 51歳 55歳

計

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 59歳

職員数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 0 4 9 25 31 22 30 30 33 30 2 216

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

20

歳

未

満

20

歳

～

23

歳

24

歳

～

27

歳

28

歳

～

31

歳

32

歳

～

35

歳

36

歳

～

39

歳

40

歳

～

43

歳

44

歳

～

47

歳

48

歳

～

51

歳

52

歳

～

55

歳

56

歳

～

59

歳

60

歳

以

上

構成比

5年前の構成比
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平成25年度

（3）（3）（3）（3）職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

年　度

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

過去5年間の

増減数（率）部門別

一般行政

人 人 人 人 人 人

▲ 14 (90.73 %)

151 145 142 140 140 137

教　育

人 人 人 人 人 人

▲ 11 (76.09 %)

46 46 42 39 36 35

消　防

人 人 人 人 人 人

0 0 0 0 0 0

普通会計計

人 人 人 人 人 人

▲ 25 (87.31 %)

197 191 184 179 176 172

公営企業等会計計

人 人 人 人 人 人

▲ 3 (93.62 %)

47 45 46 46 46 44

総合計

人 人 人 人 人 人

▲ 28 (88.52 %)

244 236 230 225 222 216

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。（教育長含む）
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Ｂ 　　　　　　　

（注）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）

千円 千円

（ ( （ (

5 15 5 15

（注）

7　7　7　7　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）病院事業病院事業病院事業病院事業

①①①①　　　　職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

区 分

総 費 用 純 損 益 又 は

実 質 収 支

職員給与費

総 費 用 に 占 め る 　（参考）

職 員 給 与 費 比 率 23年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

24年度

千円 千円　 千円　 ％ ％

559,768 ▲ 16,562 208,932 37.3 34.2

区 分

職 員 数 給 与 費 一 人 当 た り 　（参考） 市町村病院事業

Ａ 給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 給 与 費 B/A 平均一人当たり給与費

24年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

27 108,023 60,963 39,946 208,932 7,738 6,764

1　職員手当には退職給与金を含まない。

2　職員数は、平成25年3月31日現在の人数である。

3　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含まない。

イ　 特記事項

　

  「事業者」区分については、同地区内に同種同等の事業所が無く、データも無いため省略する。

②②②②　　　　職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

肝 付 町 46.3 359,680 650,302

医 師 51.1 499,567 1,965,323

技 師 等

565,922

41.5 346,675 484,201

看 護 師 48.0 342,393 470,330

事 務 職 41.7 328,273 460,041

団 体 平 均 40.3 324,755 561,376

286,732 451,166

43.5 332,456 504,201事 務 職 員

事 業 者 ― ― ―

医 師 44.2 1,380,847

看 護 師 38.5

1　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

2　平均年齢は10進法で記載しています。

③③③③　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

肝 付 町 肝 付 町 （ 一 般 行 政 職 ） 団 体 平 均

1人当たり平均支給額（24年度） 1人当たり平均支給額（24年度） 1人当たり平均支給額（24年度）

1,426 1,490 1,331 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60  月分 1.35  月分 2.60  月分 1.35  月分

1.45 ）月分 0.65 ）月分 1.45 ）月分 0.65 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算 ％   ～ ％ 　・役職加算 ％   ～ ％

　・管理職加算 　・管理職加算

(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。
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平成25年度

月分 月分

月分 月分

月分 月分

月分 月分

） ）

2 20 ％ 2 20 ％

％ 人 ％

イ　退職手当（平成25年4月1日現在）

肝 付 町 肝 付 町 （ 一 般 行 政 職 ） 団 体 平 均

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.030 月分 30.870 勤続20年 23.030 月分 30.870

勤続25年 32.830 月分 38.955 勤続25年 32.830 月分 38.955

勤続35年 46.550 月分 55.860 勤続35年 46.550 月分 55.860

最高限度額 55.860 月分 55.860 最高限度額 55.860 月分 55.860

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし （退職時特別昇給 なし

定年前早期退職者に対する特例 定年前早期退職者に対する特例

％ ～ ％ ～

1人当たり平均支給額　　　　

1人当たり平均支給額　　　　 12,840 千円 1人当たり平均支給額　　　　 23,190 千円 6,044 千円

（注）  退職手当の1人当たり平均支給額は、22～24年度に肝付町立病院事業会計にて退職した職員に支給された平均

額である。

ウ　地域手当

（平成25年4月1日現在）

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 0 円

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 一般行政職の制度（支給率）

― ― ― ―

エ　特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 39,564 千円

支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ） 1,413,000 円

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合 （ 24 年 度 ） 100.0 ％

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） 6 種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（24年度決算） 左記職員に対する支給単価

病院勤務手当 病院に勤務する職員 　病院業務 1,104千円 月額4,000円

放射線取扱手当

エックス線その他の放射

線を取り扱う作業に従事

　病院業務 120千円 月額5,000円

研究手当 病院に勤務する医師 　病院業務 14,400千円 40万円を超えない範囲

診療手当 病院に勤務する医師 　病院業務 23,760千円

毎月の診療収入の50/1,000

に相当する額の範囲内

作業療法手当

病院に勤務する作業療

法士

　病院業務 180千円

毎月の作業療法診療収入の

50/1,000に相当する額の範囲

内

夜間看護手当

深夜において行われる看

護等の業務に従事した看

護師等

　病院業務 0千円

4時間以上 3,300円

2時間以上4時間未満 3,000円

2時間未満 2,100円

オ　時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 1,882 千円

職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ） 111 千円

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ） 3,447 千円

職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ） 157 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
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平成25年度

カ　その他の手当（平成25年4月1日現在）

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

一般行政職

の 制 度 と の

異 同

一般行政職

の制度と異

な る 内 容

支 給 実 績

支給職員1人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

初 任 給 調 整 手 当

医（一）欠員補充困難職

同じ ― 0 千円 0 円

410,900円

医学・歯学専門知識欠員

補充困難

50,000円

特殊な専門知識特別事

情

2,500円

扶 養 手 当

配偶者

同じ ― 4,561 千円

その他

6,500円

満16歳年度初めから満

22歳年度末までの1人に

つき5,000円加算

240,053 円

13.000円

扶養親族

配偶者以外の2人までそ

れぞれ

6,500円

扶養親族でない配偶者

がある場合そのうち1人

6,500円

配偶者がない場合そのう

ち1人

11,000円

住 居 手 当

借家

異なる ― 669 千円 74,278 円

家賃額23,000円までは

12,000円との差額

家賃額23,000円を超える

時は超える額の1/2（限

度額16,000）に11,000円

を加えた額

持家

自らの所有に係る住宅に

住み世帯主である職員に

は月2,500円
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平成25年度

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

一般行政職

の 制 度 と の

異 同

一般行政職

の制度と異

な る 内 容

支 給 実 績

支給職員1人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

通 勤 手 当

交通機関利用者

同じ ― 1,250 千円

6,500円

15㎞以上20㎞未満

8,900円

20㎞以上25㎞未満

83,353 円

全額支給の限度額

55,000円

交通用具利用者

2㎞以上5㎞未満

2,000円

5㎞以上10㎞未満

4,100円

10㎞以上15㎞未満

11,300円

25㎞以上30㎞未満

13,700円

30㎞以上35㎞未満

16,100円

35㎞以上40㎞未満

100㎞以上300㎞未満

6,000円

18,500円

40㎞以上45㎞未満

20,900円

45㎞以上50㎞未満

21,800円

50㎞以上55㎞未満

0 千円 0 円

22,700円

55㎞以上60㎞未満

23,600円

60㎞以上

24,500円

月額23,000円

300㎞以上500㎞未満

12,000円

500㎞以上700㎞未満

18,000円

700㎞以上900㎞未満

24,000円

900㎞以上1,100㎞未満

30,000円

1,100㎞以上1,300㎞未

満

35,000円

1,300㎞以上1,500㎞未

満

40,000円

1,500㎞以上

45,000円

同じ ―単 身 赴 任 手 当

交通距離加算
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平成25年度

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

一般行政職

の 制 度 と の

異 同

一般行政職

の制度と異

な る 内 容

支 給 実 績

支給職員1人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

休 日 勤 務 手 当

休日等における正規の勤

務時間中に勤務した場

合勤務1時間当たりの給

与額の100分の135の割

合を乗じて得た額を支給

する

同じ ― 0 千円 0 円

夜 間 勤 務 手 当

正規の勤務時間として深

夜（午後10時から翌朝の

午前5時までの間）に勤

務した場合100分の25の

割合を乗じて得た額を支

給する

同じ ― 1,768 千円 135,992 円

宿 日 直 手 当

勤務1回につき

同じ ― 10,365 千円 493,576 円

4,200円

入院患者の急変に対応

する医師

20,000円

老人ホームの養護に直

接従事する職員

6,300円

管理職員特別勤務手当

勤務1回につき

総務課長・総合支所長

会計管理者

6,000円

その他 同じ ― 0 千円 0 円

4,000円

6時間を超える場合は上

記の額に100分の150を

乗じて得た額

管 理 職 手 当

行政職給料表

準ずる ―6級Ⅱ種 33,400円

医療職給料表（一）

4級Ⅱ種

7級Ⅰ種 43,400円

7級Ⅱ種 34,700円

6級Ⅰ種 41,700円

42,500円

医療職給料表（三）

5級Ⅱ種 29,200円

(注） 1　国の住居手当における持家区分は、平成21年度給与改定にて廃止。（平成21年12月1日施行。）

905 千円 452,394 円

2　初任給調整手当の医（一）欠員補充困難職区分は、平成20年度額改定。（平成21年4月1日施行。）
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平成25年度

  　

Ｂ 　　　　　　　

（注）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1

2

3

千円 千円

（ ( （ (

5 15 5 15

（注）

（2）（2）（2）（2）水道事業水道事業水道事業水道事業

①①①①　　　　職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

区 分

総 費 用 純 損 益 又 は

実 質 収 支

職員給与費

総 費 用 に 占 め る 　（参考）

職 員 給 与 費 比 率 23年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

24年度

千円 千円　 千円　 ％ ％

186,698 ▲ 24,281 18,810 10.1 17.0

区 分

職 員 数 給 与 費 一 人 当 た り 　（参考） 市町村水道事業

Ａ 給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 給 与 費 B/A 平均一人当たり給与費

24年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

3 12,300 1,803 4,707 18,810 6,270 6,258

1　職員手当には退職給与金を含まない。

2　職員数は、平成25年3月31日現在の人数である。

3　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含まない。

イ　 特記事項

  　「事業者」区分については、同地区内に同種同等の事業所が無く、データも無いため省略する。

②②②②　　　　職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在平成25年4月1日現在））））

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

肝 付 町 40.3 328,550 477,049

行 政 職 40.3 328,550 477,049

技 能 労 務 職                ―                ―                ―

団 体 平 均 45.2 353,532 520,694

事 業 者                  ―                ―                ―

 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

 平均年齢は10進法で記載しています。

 対象職員が少数の場合、該当職員を特定できるため、個人情報保護の

観点から記載を省略します。

③③③③　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

肝 付 町 肝 付 町 （ 一 般 行 政 職 ） 団 体 平 均

1人当たり平均支給額（24年度） 1人当たり平均支給額（24年度） 1人当たり平均支給額（24年度）

1,569 1,490 1,476 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60  月分 1.35  月分 2.60  月分 1.35  月分

1.45 ）月分 0.65 ）月分 1.45 ）月分 0.65 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算 ％   ～ ％ 　・役職加算 ％   ～ ％

　・管理職加算 　・管理職加算

(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。
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平成25年度

月分 月分

月分 月分

月分 月分

月分 月分

） ）

2 20 ％ 2 20 ％

％ 人 ％

イ　退職手当（平成25年4月1日現在）

肝 付 町 肝 付 町 （ 一 般 行 政 職 ） 団 体 平 均

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.030 月分 30.870 勤続20年 23.030 月分 30.870

勤続25年 32.830 月分 38.955 勤続25年 32.830 月分 38.955

勤続35年 46.550 月分 55.860 勤続35年 46.550 月分 55.860

最高限度額 55.860 月分 55.860 最高限度額 55.860 月分 55.860

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし （退職時特別昇給 なし

定年前早期退職者に対する特例 定年前早期退職者に対する特例

％ ～ ％ ～

1人当たり平均支給額　　　　

1人当たり平均支給額　　　　 ― 千円 1人当たり平均支給額　　　　 23,190 千円 14,889 千円

（注）  退職手当の１人当たり平均支給額は、22～24年度に肝付町水道事業会計にて退職した職員に支給された平均額

である。

ウ　地域手当

（平成25年4月1日現在）

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 0 円

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 一般行政職の制度（支給率）

― ― ― ―

エ　特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 0 千円

支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ） 0 円

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合 （ 24 年 度 ） 0.0 ％

手 当 の 種 類 （ 手当 数 ） 0 種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（24年度決算） 左記職員に対する支給単価

― ― ― ― ―

オ　時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 650 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ） 325 千円

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ） 363 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ） 121 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成25年4月1日現在）

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

一般行政職

の 制 度 と の

異 同

一般行政職

の制度と異

な る 内 容

支 給 実 績

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

初 任 給 調 整 手 当

医（一）欠員補充困難職

同じ ― 0 千円 0 円

410,900円

医学・歯学専門知識欠員

補充困難

50,000円

特殊な専門知識特別事

情

2,500円
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平成25年度

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

一般行政職

の 制 度 と の

異 同

一般行政職

の制度と異

な る 内 容

支 給 実 績

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

扶 養 手 当

配偶者

同じ ― 738 千円

その他

6,500円

満16歳年度初めから満

22歳年度末までの1人に

つき5,000円加算

369,000 円

13.000円

扶養親族

配偶者以外の2人までそ

れぞれ

6,500円

扶養親族でない配偶者

がある場合そのうち1人

6,500円

配偶者がない場合そのう

ち1人

11,000円

住 居 手 当

借家

異なる ― 15 千円 7,500 円

家賃額23,000円までは

12,000円との差額

家賃額23,000円を超える

時は超える額の1/2（限

度額16,000）に11,000円

を加えた額

持家

自らの所有に係る住宅に

住み世帯主である職員に

は月2,500円
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平成25年度

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

一般行政職

の 制 度 と の

異 同

一般行政職

の制度と異

な る 内 容

支 給 実 績

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

通 勤 手 当

交通機関利用者

同じ ― 0 千円

10㎞以上15㎞未満

6,500円

15㎞以上20㎞未満

8,900円

0 円

全額支給の限度額

55,000円

交通用具利用者

2㎞以上5㎞未満

2,000円

5㎞以上10㎞未満

4,100円

20㎞以上25㎞未満

11,300円

25㎞以上30㎞未満

13,700円

30㎞以上35㎞未満

16,100円

35㎞以上40㎞未満

18,500円

40㎞以上45㎞未満

20,900円

45㎞以上50㎞未満

21,800円

50㎞以上55㎞未満

22,700円

55㎞以上60㎞未満

23,600円

60㎞以上

24,500円

同じ ― 0 千円

24,000円

900㎞以上1,100㎞未満

30,000円

1,100㎞以上1,300㎞未

満

35,000円

1,300㎞以上1,500㎞未

満

0 円

交通距離加算

100㎞以上300㎞未満

6,000円

300㎞以上500㎞未満

12,000円

500㎞以上700㎞未満

18,000円

700㎞以上900㎞未満

40,000円

1,500㎞以上

45,000円

単 身 赴 任 手 当

月額23,000円
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平成25年度

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

一般行政職

の 制 度 と の

異 同

一般行政職

の制度と異

な る 内 容

支 給 実 績

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（ 24 年 度 決 算 ） （ 24 年 度 決 算 ）

休 日 勤 務 手 当

休日等における正規の勤

務時間中に勤務した場

合勤務1時間当たりの給

与額の100分の135の割

合を乗じて得た額を支給

する

同じ ― 0 千円 0 円

夜 間 勤 務 手 当

正規の勤務時間として深

夜（午後10時から翌朝の

午前5時までの間）に勤

務した場合100分の25の

割合を乗じて得た額を支

給する

同じ ― 0 千円 0 円

宿 日 直 手 当

勤務1回につき

同じ ― 5 千円 5,200 円

4,200円

入院患者の急変に対応

する医師

20,000円

老人ホームの養護に直

接従事する職員

6,300円

管理職員特別勤務手当

勤務1回につき

同じ ― 0 千円 0 円

総務課長・総合支所長

会計管理者

6,000円

その他

4,000円

6時間を超える場合は上

記の額に100分の150を

乗じて得た額

管 理 職 手 当

行政職給料表

準ずる ― 395 千円

医療職給料表（一）

4級Ⅱ種 42,500円

医療職給料表（三）

7級Ⅱ種 34,700円

6級Ⅰ種 41,700円

6級Ⅱ種 33,400円

5級Ⅱ種 29,200円

(注） 1　国の住居手当における持家区分は、平成21年度給与改定にて廃止。（平成21年12月1日施行。）

2　初任給調整手当の医（一）欠員補充困難職区分は、平成20年度額改定。（平成21年4月1日施行。）

394,788 円

7級Ⅰ種 43,400円
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